
  

 

 

 

 

 

 

 

⑪医療費控除 

【支払った医療費】 

 支払った医療費の合計額を記載してください。 

【保険金などで補填される金額】 

 生命保険契約等に基づき支払いを受けた医療保険金や高額療養

費等による給付金の額を記載してください。 

⑫社会保険料控除、⑭生命保険料控除、⑮地震保険料控除 

 支払った保険料の金額をそれぞれ記載してください。 

⑯寡婦（寡夫）控除、⑰勤労学生控除 

該当する箇所に☑をつけてください。 

⑱障害者控除 

対象者の氏名・障害の程度・個人番号を記載してください。 

⑲配偶者控除、⑳配偶者特別控除、㉑扶養控除 

対象者の氏名・生年月日・続柄・個人番号を記載してください。 

  

ア・① 営業等 

収入金額を ア に、収入金額から必要経費を引いた所得金額を ① 

に記載してください。 

イ・② 農業 

収入金額を イ に、収入金額から必要経費を引いた所得金額を ② 

に記載してください。 

ウ・③ 不動産 

収入金額を ウ に、収入金額から必要経費を引いた所得金額を ③ 

に記載してください。 

エ・④ 利子 

収入金額が、そのまま所得金額となります。 

収入金額を エ 及び ④ に記載してください。 

オ・⑤ 配当 

収入金額を オ に、収入金額から負債の利子を引いた所得金額を ⑤ 

に記載してください。 

カ・⑥ 給与 

収入金額を カ に記載してください。２ヶ所以上の給与がある場合

は、合計額を記載してください。 

※所得金額については、こちらで計算しますので、記載の必要はあ

りません。 

キ・㉝ 雑（公的年金等） 

所得税や社会保険料を差し引く前の金額（源泉徴収票の「支払金額」）

を キ に記載してください。２ヶ所以上の公的年金等がある場合は、

合計額を記載してください。 

※所得金額については、こちらで計算しますので、記載の必要はあ

りません。 

ク・㉞ 雑（その他） 

収入金額を ク に、収入金額から必要経費を引いた所得金額を ㉞ 

に記載してください。 

ケ・㉟ 総合譲渡（短期）、コ・㊱ 総合譲渡（長期） 

収入金額を ケ 又は コ に、収入金額から必要経費を引いた所得金

額を ㉟ 又は ㊱ に記載してください。 

サ・㊲ 一時 

収入金額を サ に、収入金額から必要経費を引いた所得金額を ㊲ 

に記載してください。 

収入のなかった方 

⑨ に 収入なし と記載し、裏面【 １６ 生活状況に関する事項 】

も記載してください。 

非課税所得 

障害年金等、非課税所得のみの方は、該当する箇所に☑をつけ、年

間受給額を記載してください。 

対象の年度分を記載してください。 

例：平成２８年１月１日～１２月３１日・・・平成 ２９ 年度分 

　

円 円

⑧

⑨ 1,283,000

㉟

㊱

㊲

２
　
所
　
得
　
金
　
額

事
業

不　動　産

利　　　 子

⑰　　□ 勤労学生控除⑯　　□ 寡婦（寡夫）控除

配 　　　当

合　　　 計

長　　　 期

営　業　等

短　　　 期

そ　の　他

⑥

③

農　　　 業

ク

総

合

譲

渡

一　　　 時

総合譲渡・一時

雑

総

合

譲

渡

一　　　 時

⑤

長　　　 期 コ

0

公的年金等 ㉝ 0

そ　の　他 ㉞

短　　　 期

⑦計

給　　　 与

雑

サ

①

② 1,180,000

103,000

④

公的年金等 キ 24,000

ケ

32,000 円 41,000 円

60,840 円 円

440,460

7

330,000

　　　　　□ 　自分で納付  (普通徴収）

扶　養　控　除

基　礎　控　除

㉑

㉒

㉓

  ５  給与・公的年金等に係る所得以外（平成26年4
　　　月1日において65歳未満の方は給与所得以外）
　　　の市町村民税・道府県民税の納税方法

　　　　　□ 　給与から差引き  (特別徴収）

続
柄

子

続
柄

日

こ
の
申
告
書
を
提
出
し
た
方
は
事
業
税
の
申
告
書
を
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
せ
ん

。

年 月

円

新生命保険料の計

円

・　　　・

提出年月日

地震保険料の計 旧長期損害保険料の計

176,460

円

 ⑭
　　生命保険料
　　控　　　　 除

 ⑮ 地震保険料

　　 控　　　　 除

表

新個人年金保険料の計 旧個人年金保険料の計

介護医療保険料の計

円 円

ウ 120,000

エ

オ

国民健康保険税 264,000 円

国民年金

旧生命保険料の計

　五所川原市金木町１０００番地

　同上

業種又は職業

平 成  　　　年 度 分　
市　町　村　民　税
道　府　県　民　税

申 告 書

五所川原市長　様

損 害 の 原 因 損害年月日 損害を受けた資産の種類 営　業　等 ア事
業

１
　
収
　
入
　
金
　
額
　
等

不　動　産

給　　　 与

配 　　　当

利　　　 子

 ⑩

　　雑損控除

支 払 っ た 医 療 費 保険金などで補填される金額 ⑪
　　医療費控除

社 会 保 険 の 種 類 支 払 っ た 保 険 料

 ⑫

　　社会保険料
　　控　　　　 除

電 話 番 号

 ⑯～⑰

　 寡婦（寡夫）、
　 勤労学生控除

　（学校名）

損  害  金  額 保険金などで補填される金額 差引損失額のうち災害関連支出の金額

円

合　　　　　　　　計

配偶者特別控除

1

2

個人番号

４
　
所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

合　　　　　 計

円

農　　　 業 イ 3,780,000

⑯

⑰～⑱

⑲

⑳

雑　損　控　除

医 療 費 控 除

社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寡婦（寡夫）控除

勤労学生、障害者控除

配 偶 者 控 除

カ 60,000

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

フリガナ 障害の

程度

級

度氏名

0 1 2個人番号

個人番号

フリガナ

氏名

障害の
程度

級
度

3 4 5 6 7 8

□ 同居

□ 別居

□ 同居

□ 別居

控除額

□ 同居

□ 別居

続
柄

控除額

9 0 1

3 4 5 6

☑ 同居

□ 別居

8 9 0 控除額

続

柄
子

2

フリガナ
・　　・

同居・

別居の

区分

個人番号 9 0 1 2

氏名

個人番号

1

 ㉑ フリガナ

氏名

生

年

月

日

３・１２・１３
同居・

別居の

区分

扶
養
控

除

明・大

昭・平

シウラ　イチロウ

生

年

月

日

明・大

昭・平

生

年

月

日

明・大

昭・平

生

年

月

日

3

フリガナ

氏名

個人番号

□ 同居

□ 別居

続
柄

控除額

・　　・
同居・

別居の

区分

3

フリガナ
・　　・

続

柄
１１・４・２５

同居・

別居の

区分

☑ 同居

□ 別居

2

フリガナ

生年月日

配偶者の

合計所得金額
市浦　花子

シウラ　ハナコ ⑲～⑳
　 配偶者控除
　 ・　配 偶 者

　 特 別 控 除

明 ・ 大

昭 ・ 平
４８・　　７・１３

 ⑱
　 障害者控除

配
偶
者

フリガナ

氏名

4

フリガナ
・　　・

同居・

別居の

区分氏名

個人番号

明・大

昭・平

１

６

歳

未

満

の

扶

養

親

族

（
控

除

対

象

外

）

1

フリガナ

氏名

個人番号

シウラ　ジロウ
生

年

月

日

明・大

昭・平

生

年

月

日

明・大

昭・平

生

年

月

日

明・大

昭・平

8 9 0 1 2 3 4

氏名

個人番号

・　　・

３　所得から差し引かれる金額に関する事項

　別居の扶養親族等がいる場合には、裏面「１２」に氏名及び住所を

　記入してください。

扶養控除

額の合計

同居・

別居の

区分

□ 同居

□ 別居

続

柄氏名

個人番号

裏面にも記載する欄がありますから注意してください。

　分離課税に係る所得等のある方は、「市町村民税・道府県民税

　申告書（分離課税等用）」をあわせて提出してください。

フリガナ

現　　　 住　　　 所

1月1日現在の住所

受給額
円

　□その他（　　　　　　　　　 　　　　）

　□遺族年金

　□障害年金

種　　　　　別非
課

税
所
得

5

9 0 1 2

整 理 番 号

農業

0173-××-○△□×

氏　　名

　　シウラ　　　タロウ

印　

生年月日
明 ・ 大

昭 ・ 平
　４９・　５・　２ 世 帯 主

の 氏 名
　市浦　太郎 続 柄 本人

1 2 3 4 5 6 7 8

個人
番号

440,460

56,000

330,000

「個人番号」欄には、個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規

定する個人番号をいう。）を記載してください。

330,000

1,286,460

市浦　一郎

市浦　二郎

円

万円

6 7 8 9
同居・

別居の

区分

□ 死別 □ 生死不明

□ 離別 □ 未帰還

市浦 太郎 h

申告する方の住所・氏名・生年月日・電話番号・個人番号 

（マイナンバー）を正確に記載し、忘れずに捺印してください。 

～収入・所得に関すること～ 

●申告書を記載する時の注意点● 

 

記載漏れ等がある場合、市民税・県民税が正

しく計算されないおそれがございますので、

忘れずに記載してください。 

申告書記載例 表面 

～所得から差し引かれる金額に関すること～ 



 

 

 

 

 

６ 給与所得の内訳 

源泉徴収票や支払明細書が発行されていない場合は、月ごとの内訳を記載してください。 

７ 事業・不動産所得に関する事項 

営業等所得・農業所得・不動産所得がある方は、内訳を記載してください。 

 また、必要経費には、専従者給与（控除）額も含めてください。 

８ 配当所得に関する事項 

配当所得がある方は、内訳を記載してください。 

９ 雑所得（公的年金等以外）に関する事項 

その他の雑収入がある方は、内訳を記載してください。 

10 総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項 

土地・建物以外の譲渡所得や一時所得がある方は、内訳を記載してください。 

  ※特別控除額 

   総合譲渡：差引金額を限度とし、最高５０万円までです。 

        また、短期分から引ききれない時は、長期分から引いてください。 

   一時所得：差引金額を限度とし、最高５０万円までです。 

11 事業専従者に関する事項 

営業等所得・農業所得・不動産所得において、事業専従者がいる場合は、氏名・続柄・生年月日・専従者給与（控除）額・

個人番号・従事月数を記載してください。 

  ※事業専従者とは… 

   あなたと生計を一にする１５歳以上の親族で、前年中６ヶ月を超える期間専ら事業に従事した方。ただし、事業専従者

として申告した方は、配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除の対象とすることはできません。 

  ※専従者給与（控除）額：次のＡ・Ｂのいずれか低い金額 

   Ａ：事業専従者１人につき５０万円（配偶者の場合は８６万円） 

   Ｂ：事業専従者控除前の所得金額 ÷（事業専従者数＋１） 

12 別居の扶養親族等に関する事項 

表面 ⑲～㉑ において、１月１日現在五所川原市に住民登録がない方の、氏名・個人番号・住所を記載してください。 

1３ 事業税に関する事項、1４ 配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除に関する事項、1５ 寄附金に関する事項  

これらに該当する方は、内訳を記載してください。 

16 生活状況に関する事項 

 収入なしの方（表面⑨において収入なしと記載した方）は、該当する箇所に☑をつけ、必要事項を記載してください。 

 

※事業（営業等、農業）所得、不動産所得がある方は、別紙の「収支内訳書」に内訳を記載し、 

添付してください。 

 

申告書記載例 裏面 


